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▼　

分
析
の
前
提
と
な
る
経
済
環
境
と
省
エ
ネ
の
想
定

　

15
年
に
採
択
さ
れ
た
パ
リ
協
定
に
基
づ
き
、
わ
が
国
で
は
今
年
６

月
に
「
パ
リ
協
定
に
基
づ
く
成
長
戦
略
と
し
て
の
長
期
戦
略
」（
以
下
、

長
期
戦
略
）
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
こ
の
長
期
戦
略
で
は
、
50
年
ま

で
の
温
室
効
果
ガ
ス
80
％
排
出
削
減
に
向
け
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
（
CO2
の
回

収
・
利
用
・
貯
留
）
等
の
新
技
術
の
活
用
が
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
う

し
た
新
技
術
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
大
規
模
削
減
の
姿
を
定
量
的
に

示
す
既
存
研
究
に
お
い
て
も
、
そ
の
役
割
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
こ
う
し
た
新
技
術
は
現
状
で
は
未
だ
確
立
さ
れ
て
お

ら
ず
、
50
年
ま
で
に
ど
の
程
度
実
現
可
能
と
な
る
か
も
不
確
実
で
あ

る
。
そ
こ
で
、
本
分
析
で
は
ま
ず
、
既
存
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技

術
で
あ
る
原
子
力
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
、
50
年
に
CO2

排
出
量
の
80
％
削
減
（
13
年
の
12
・
４
億
ｔ
か
ら
、
2.5
億
ｔ
に
減
少
）

を
達
成
す
る
電
力
需
給
の
姿
を
示
す
。

　

分
析
に
あ
た
り
必
要
と
な
る
前
提
条
件
と
し
て
、
30
年
ま
で
は
経

済
産
業
省
に
よ
る
「
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
」
（
以
下
、
需

給
見
通
し
）
の
想
定
を
利
用
し
、
30
～
50
年
に
つ
い
て
は
当
所
独
自

の
想
定
を
利
用
し
た
。
ま
ず
、
電
力
需
要
の
規
模
に
影
響
を
及
ぼ
す

経
済
環
境
と
省
エ
ネ
に
つ
い
て
の
想
定
を
述
べ
る
。
経
済
成
長
率

は
、
30
年
ま
で
を
需
給
見
通
し
の
年
率
1.7
％
、
50
年
ま
で
を
独
自
に

同
0.5
％
と
想
定
し
た
。
日
本
銀
行
な
ど
の
試
算
に
よ
れ
ば
、
経
済
の

実
力
を
示
す
潜
在
成
長
率
は
足
元
で
1
％
を
下
回
る
程
度
と
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
今
後
さ
ら
に
進
む
人
口
減
少
を
考
慮
す
れ
ば
、
30
年
以

降
の
経
済
成
長
率
は
現
在
の
潜
在
成
長
率
を
上
回
る
こ
と
は
な
い
―

と
の
前
提
に
立
っ
て
い
る
。
ま
た
、
産
業
の
姿
は
、
30
年
ま
で
は
需

給
見
通
し
に
お
け
る
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
下
、
足
元
で
進
展
す
る
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サ
ー
ビ
ス
化
が
継
続
す
る
と
想
定
し
た
。
30
～
50
年
に
か
け
て
は
、

製
造
業
、
非
製
造
業
と
も
に
そ
の
成
長
は
鈍
化
す
る
こ
と
を
見
込
ん

だ
。
し
か
し
、
人
口
減
少
・
高
齢
化
を
背
景
と
し
た
医
療
関
連
サ
ー

ビ
ス
の
拡
大
や
、
技
術
革
新
の
進
む
情
報
関
連
産
業
の
成
長
等
に
よ

り
、
第
三
次
産
業
の
シ
ェ
ア
は
拡
大
が
続
く
こ
と
を
想
定
し
た
。
省

エ
ネ
は
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
あ
た
り
で
み
た
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の

低
下
と
し
、
30
年
ま
で
は
需
給
見
通
し
並
み
の
年
率
2.3
％
、
30
年
以

降
は
足
元
の
20
年
間
（
996
～
15
年
）
の
平
均
で
あ
る
同
1.3
％
で
進
展

す
る
と
想
定
し
た
。
30
年
以
降
は
省
エ
ネ
の
ス
ピ
ー
ド
が
鈍
化
す
る

こ
と
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

▼ 

目
標
達
成
に
は
省
エ
ネ
の
深
堀
り
や
原
子
力
利
用
が
不
可
欠

　

次
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
、
他
の
発
電
方
法
で

発
電
さ
れ
た
電
力
と
比
較
し
て
も
、
50
年
で
は
コ
ス
ト
面
で
競
争
力

の
あ
る
技
術
に
な
っ
て
い
る
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で

本
分
析
で
は
、
環
境
省
の
試
算
や
、
当
所
で
の
独
自
の
分
析
に
基
づ

き
、
太
陽
光
で
3.6
億
㎾
、
風
力
で
７
５
０
０
万
㎾
と
、
想
定
さ
れ
得

る
最
大
規
模
の
再
エ
ネ
が
導
入
さ
れ
る
と
し
た
。
蓄
電
池
も
近
年
コ

ス
ト
の
低
下
が
進
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
傾
向
は
今
後
も
継
続

す
る
と
想
定
し
、
再
エ
ネ
の
余
剰
電
力
を
全
て
回
収
す
る
規
模
に
導

入
が
進
む
と
し
た
。
こ
う
し
た
想
定
に
基
づ
い
て
分
析
し
た
結
果
、

非
電
力
部
門
の
CO2
排
出
量
だ
け
で
80
％
削
減
の
制
約
で
あ
る
2.5
億
ｔ

を
超
え
、
電
力
部
門
が
仮
に
排
出
量
ゼ
ロ
で
あ
っ
て
も
排
出
量
目
標

を
達
成
で
き
な
い
結
果
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
、
50
年
の
排
出
量
目
標

を
達
成
す
る
た
め
に
、
さ
ら
な
る
省
エ
ネ
の
深
掘
り
が
必
要
で
あ
る

こ
と
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
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そ
こ
で
、
産
業
部
門
で
は
製
造
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
電
化
技
術
の

普
及
、
民
生
部
門
で
は
50
年
に
電
化
率
が
１
０
０
％
へ
到
達
、
運
輸

部
門
で
は
内
燃
機
関
車
の
さ
ら
な
る
効
率
向
上
等
を
織
り
込
ん
だ
。

こ
れ
に
よ
り
、
先
の
想
定
の
約
２
倍
と
な
る
年
率
2.7
％
で
省
エ
ネ
が

進
む
と
し
、
改
め
て
分
析
を
行
っ
た
。

　

そ
の
結
果
、
50
年
の
電
力
需
要
は
1.1
兆
kWh
と
な
り
、
わ
が
国
全
体

の
電
化
率
も
30
年
の
28
％
か
ら
50
年
に
50
％
ま
で
上
昇
す
る
。
こ
の

時
、
産
業
や
家
庭
な
ど
の
非
電
力
部
門
の
CO2
排
出
量
は
、
50
年
時
点

で
1.8
億
ｔ

へ
と
低
下

し
80
％
削

減
の
枠
内

に
収
ま
っ

て

い

る
。

よ

っ

て
、

電
力
部
門

の
CO2
排
出

量
を
0.7
億

ｔ
に
ま
で

抑
え
る
こ

と
が
で
き

れ
ば
、
わ

が
国
全
体

で
80
％
排

出
削
減
の

達
成
が
可

能

と

な

 
図 1　 CO280% 減を達成する際の 2050 年の電源構成
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る
。
電
力
部
門
に
お
け
る
こ
の
0.7
億
ｔ
と
い
う
CO2
排
出
量
を
維
持
し
、

か
つ
、
再
エ
ネ
に
つ
い
て
は
出
力
制
御
を
せ
ず
、
既
に
想
定
し
た
よ

う
に
、
最
大
規
模
で
導
入
さ
れ
た
場
合
の
50
年
の
電
源
構
成
を
試
算

し
た
（
４
ペ
ー
ジ
の
図
1
参
照
）
。

　

そ
の
結
果
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
比
率
は
84
％
、
そ
の
う
ち

原
子
力
は
18
％
（
２
２
０
０
億
kWh
）
と
な
っ
た
。
ま
た
厳
し
い
排
出

量
制
約
の
た
め
、
火
力
は
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
み
で
発
電
電
力
量
は
１
９
０
０

億
kWh
と
な
り
、
石
炭
火
力
は
利
用
さ
れ
な
い
結
果
と
な
っ
た
。

　

し
か
し
、
こ
れ
は
排
出
量
制
約
の
み
を
考
慮
し
た
分
析
結
果
で
あ

り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
上
の
問
題
に
つ
い
て
は
別
途
検
討

が
必
要
で
あ
る
。
な
お
、
太
陽
光
や
風
力
の
出
力
制
御
を
ゼ
ロ
と
す

る
た
め
に
は
、
２
億
㎾
を
超
え
る
蓄
電
池
の
導
入
が
あ
わ
せ
て
必
要

と
な
る
。
原
子
力
に
つ
い
て
は
13
か
月
間
運
転
し
、
２
か
月
間
の
定

期
検
査
と
い
う
運
転
サ
イ
ク
ル
に
よ
り
、
86
・
７
％
と
い
う
高
い
設

備
利
用
率
を
想
定
し
た
場
合
で
も
、
設
備
容
量
は
２
９
０
０
万
㎾
必

要
と
な
る
。

　

こ
の
設
備
容
量
の
達
成
に
は
、
稼
働
す
る
原
子
力
が
全
て
60
年
運

転
可
能
で
あ
る
―
と
想
定
し
て
も
、
現
在
再
稼
働
し
て
い
る
原
子
力

に
、
新
規
制
基
準
の
下
で
の
設
置
許
可
申
請
済
の
も
の
と
未
申
請
の

も
の
を
加
え
、
さ
ら
に
計
画
段
階
の
発
電
所
の
う
ち
７
０
０
万
㎾
程

度
の
新
増
設
が
必
要
で
あ
る
。

　

ま
た
、
計
画
段
階
の
も
の
が
全
て
稼
働
し
た
場
合
で
も
、
50
年
以

降
の
原
子
力
の
設
備
容
量
は
減
少
し
、
特
に
50
～
60
年
の
10
年
間
で

は
１
４
０
０
万
㎾
程
度
の
減
少
が
生
じ
る
見
込
み
で
あ
る
（
６
ペ
ー

ジ
の
図
２
参
照
）
。
50
年
以
降
の
CO2
排
出
量
の
反
動
増
を
防
ぐ
観
点

か
ら
も
、
50
年
に
留
ま
ら
ず
そ
れ
以
降
の
原
子
力
の
在
り
方
に
つ
い

て
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
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▼ 

既
設
原
子
力
の
み
の
場
合
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
は
目
標
の
１
割
超
に

　

こ
こ
ま
で
、
既
存
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
を
活
用
し
た
場
合

を
検
討
し
た
。
仮
に
原
子
力
の
新
増
設
が
無
く
、
設
置
許
可
申
請
済

み
の
既
設

炉
の
み
で

80
％
排
出

削
減
を
達

成
し
よ
う

と
し
た
場

合
の
選
択

肢

に

は
、

ど
の
よ
う

な
も
の
が

あ
る
だ
ろ

う
か
。

　

本
分
析

で
は
、
①

長
期
戦
略

で
も
言
及

さ
れ
て
い

る
Ｃ
Ｃ
Ｕ

Ｓ
の
活
用

と
、
②
経

済
成
長
の

鈍
化
に
伴

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2050 2060 2070 2080 2090 2100
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図 2　計画段階の発電所まで稼働した場合の 2050 年以降

     の原子力の設備容量の見通し
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う
排
出
量
削
減
―
と
い
う
２
点
に
つ
き
検
討
を
行
っ
た
。
ま
ず
、
Ｃ

Ｃ
Ｕ
Ｓ
に
つ
い
て
は
、
原
子
力
の
設
備
容
量
の
減
少
を
Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力

で
補
う
こ
と
に
よ
り
、
制
約
で
あ
る
2.5
億
ｔ
を
超
過
し
た
CO2
排
出
量

を
回
収
し
貯
留
・
利
用
す
る
こ
と
で
、
80
％
排
出
削
減
を
達
成
す
る

ケ
ー
ス
を
考
え
る
。
本
分
析
で
は
、
目
標
と
す
る
総
CO2
排
出
量
の
１

割
以
上
に
相
当
す
る
0.3
億
ｔ
程
度
を
国
内
で
回
収
し
貯
留
・
利
用
す

る
必
要
が
あ
る
―
と
の
結
果
を
得
た
。

　

こ
の
規
模
は
、
化
学
や
鉄
鋼
と
い
っ
た
素
材
系
産
業
の
排
出
量
の

３
分
の
１
に
相
当
し
、
非
常
に
大
規
模
な
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
の
実
施
が
求
め

ら
れ
る
。
仮
に
こ
れ
を
産
業
界
で
実
施
す
る
と
し
た
場
合
に
は
、
相

応
の
コ
ス
ト
負
担
が
重
荷
と
な
り
、
わ
が
国
の
製
造
業
の
国
際
競
争

力
に
影
響
が
及
ぶ
可
能
性
も
否
定
で
き
な
い
。
ま
た
本
分
析
で
は
、

蓄
電
池
の
大
量
導
入
に
よ
り
再
エ
ネ
の
余
剰
電
力
を
全
て
活
用
す
る

と
の
前
提
に
立
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
CO2
排
出
量
を
こ
れ
以
上
増

や
さ
ず
、
か
つ
、
回
収
し
た
CO2
を
メ
タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
利
用

す
る
と
し
た
場
合
、
必
要
と
な
る
水
素
は
輸
入
に
依
存
す
る
か
、
水

素
製
造
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
の
上
積
み

が
別
途
必
要
と
な
る
。

　

▼ 

成
長
鈍
化
に
伴
う
排
出
量
削
減
は
大
き
な
経
済
的
損
失
に

　

も
う
一
つ
の
選
択
肢
で
あ
る
「
経
済
成
長
の
鈍
化
」
に
つ
い
て
は
、

ど
の
程
度
経
済
活
動
が
停
滞
す
れ
ば
CO2
排
出
量
が
制
約
内
に
収
ま
り

得
る
の
か
―
と
い
う
ケ
ー
ス
を
考
え
る
。
そ
の
結
果
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
水
準
が
、
30
年
以
降
横
ば
い
（
30
～
50
年
の
経
済
成
長
率
が
ゼ
ロ
）

と
な
る
ほ
ど
の
経
済
活
動
の
停
滞
が
無
け
れ
ば
、
排
出
量
制
約
を
満

た
す
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
わ
か
っ
た
。



第７８３５号２０１９年８月１６日（金） 電 力 時 事 通 信 第三種郵便物認可

転載・複製禁止　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 8－

　

こ
の
時
の
CO2
排
出
量
は
非
電
力
部
門
で
1.5
億
ｔ
へ
と
低
下
し
、
電

力
部
門
で
は
1.0
億
ｔ
と
な
る
。
４
ペ
ー
ジ
の
図
１
で
示
し
た
80
％
削

減
を
達
成
す
る
ケ
ー
ス
と
比
べ
て
、
電
力
部
門
で
許
容
さ
れ
る
CO2
排

出
量
が
0.7
億
ｔ
か
ら
増
加
す
る
た
め
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力
の
５
４
０
０
万

㎾
に
加
え
、
石
炭
火
力
も
１
３
０
０
万
㎾
程
度
存
在
す
る
こ
と
に
な

る
。
し
か
し
、
本
ケ
ー
ス
で
は
図
1
の
ケ
ー
ス
と
比
べ
経
済
成
長
率

が
低
下
し
て
い
る
点
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

30
年
以
降
の
経
済
成
長
率
が
0.5
％
か
ら
０
％
に
低
下
す
る
こ
と

で
、
50
年
時
点
で
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
水
準
が
約
80
兆
円
程
度
低
下
す

る
た
め
、
CO2
排
出
量
の
80
％
削
減
を
達
成
す
る
に
は
、
大
き
な
経
済

的
損
失
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
。

▼ 

容
易
で
は
な
い
80
％
削
減
達
成
、
国
民
合
意
形
成
で
原
子
力
確
保

　

以
上
の
分
析
に
よ
り
、
50
年
の
80
％
排
出
削
減
に
向
け
た
電
力
需

給
の
全
体
像
を
明
ら
か
に
し
た
。
50
年
時
点
で
必
要
と
さ
れ
る
原
子

力
発
電
の
操
業
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
国
民
の
合
意
形
成
に
加
え
、

設
備
投
資
や
工
事
期
間
の
確
保
な
ど
が
求
め
ら
れ
、
具
体
的
な
議
論

と
決
断
の
た
め
の
時
間
的
な
猶
予
は
決
し
て
長
く
な
い
。
ま
た
、
原

子
力
の
新
増
設
が
無
い
場
合
で
も
、
本
分
析
で
示
し
た
よ
う
に
新
技

術
で
あ
る
水
素
へ
の
依
拠
や
そ
の
調
達
方
法
の
検
討
、
あ
る
い
は
経

済
的
な
停
滞
の
甘
受
な
ど
が
求
め
ら
れ
、
80
％
削
減
達
成
へ
の
道
は

容
易
で
は
な
い
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
お
わ
り
）
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